


（別紙様式１）

令和８年度（令和７年度からの繰越分）医薬品安定供給支援補助金
「医薬品卸業者に対する継続的な安定供給支援事業」
事業計画書（安定供給適正化・地域貢献事業用）

年　月　日

厚生労働大臣　殿

	申請者
	住所
	

	
	氏名又は名称
	

	
	代表者
	




１．事業者の名称等
（複数の事業者が連携し、共同で効率化計画を策定・実施する場合には、代表者を決定した上で、代表者の情報を記載し、その他の事業者の情報は任意の様式で別添として添付すること。また、３．以降はそれぞれの役割が分かるように記載すること。）

	申請者の氏名又は名称
	

	代表者名（申請者が法人の場合）
	

	資本金の額又は出資の総額
	

	常時使用する従業員の数
	

	法人番号（申請者が法人の場合）
	

	医薬品卸売販売業を有する拠点数
	



	担当者
	部署
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	



２．該当する取組（公募要領２．２）①）を選択してください。（複数選択可能）
	□
	ア　自社における流通の効率化及び省人化の推進に資する取組

	□
	イ　需給調整（出荷調整や代替品の確保等）業務の効率化に資する取組

	□
	ウ　過剰発注の防止等、適正な受発注を効率的に実施するための取組

	□
	エ　その他、医薬品の安定供給の適正化・強靱化に資する取組

	□
	オ　共同配送等による流通の効率化に資する取組

	□
	カ　地域における医療機関・薬局が行う高額医薬品等の適正な在庫管理を支援することにより、医薬品の廃棄量削減等の地域コストの削減に資する取組

	□
	キ　その他、地域医療への貢献に資する取組




３．事業計画の概要（400字以内）（以下３－１から３－７に記載した内容の要約）
	






　 ※　上記２．で選択した取組の概要を記載してください。３は総論であり、以下３－１から３－７は、３を具体的に記載していただくイメージとなります。


３－１．事業計画
	[bookmark: _Hlk224235079]






※　上記２．で選択した取組に具体的に取り組むにあたり、必要となるシステム構築・改修、ロボット・AI等の設備等整備、アプリケーションの導入、新たなデータベース整備・増設等（以下「システム構築等」という。）による新たな機能等がどんなものなのか、システムや設備等の仕様の詳細ではなく、事業計画においてどのように活用されるものなのかを分かりやすく記載すること。
※　当該取組を実施することにより、安定供給の適正化・強靱化に向けて期待される効果についても記載（考えられる効果指標があればそれについても記載）すること。


３－２　システム構築等に係る業務フローに着目した業務効率化の数値目標やシステム構築等により医療機関・薬局を含めた地域コスト削減に着目した削減効果の数値目標
＜数値目標＞
	指標項目
	現状値
	目標値
	削減数・削減率
	達成時期

	例）職員１人当たりの業務量（※１）
	
	
	
	

	例）廃棄医薬品の削減数量（※２）
	
	
	
	

	現状値の算出方法
	

	目標値算出の根拠
	


 ※１　安定供給適正化・地域貢献事業のうち、ア～エの取組を実施する場合には、原則、以下の３つの数値目標から１つ以上を選択して「定量的な数値目標」と「目標算出の根拠」について記載すること
①　当該取組による職員１人当たりの業務量の削減数・削 減率
②　当該取組による業務全体のリードタイムの削減数・削減率
③　上記以外の当該取組による業務効率化にかかる項目についての削減数・削減率
※２　安定供給適正化・地域貢献事業のうち、オ～キの取組を実施する場合には、地域コスト削減に着目した削減効果については、原則、以下の４つの数値目標から１つ以上を選択して「定量的な数値目標」と「目標算出の根拠」について記載すること
①　当該取組による「地域における廃棄医薬品の削減数量・率」
②　当該取組による「地域における急配の削減回数・率」
③　当該取組による「地域における返品の削減数量・削減品目数・削減返品率」
④　上記①～③以外の当該取組による地域コストの削減数量・率
※　現状の数値と目標値を比較する必要があるため、必ず現在の数値も記載すること
※　必ず、数値目標の達成時期を記載すること。なお、達成時期は５年以内の期間で定めること


３－３．サイバーセキュリティ対策
	[bookmark: _Hlk224422495]






　※　本事業でシステム構築等を実施する場合には、講じるサイバーセキュリティの内容について簡潔に記載すること


[bookmark: _Hlk224423399]３―４．システム構築等による新たな機能を活用した業務プロセスやシステム構築等による新たな機能を活用した医療機関や薬局との連携プロセス

	・業務プロセスの構築予定の有無（□有　□無）

	・「有」の場合、その内容



	・連携プロセスの構築予定の有無（□有　□無）

	・「有」の場合、その内容




※　適正な安定供給に繋げるための業務プロセス（例えば、受発注業務手順、過剰発注の防止手順、適正な出荷調整手順　等）の構築予定の有無を記載すること。そして構築する場合は、業務プロセスの内容についても記載すること。
※　構築するシステム機能やデータベース等を活用して地域コストの削減に向けた、地域における医療機関や薬局との連携プロセスの構築予定の有無を記載すること。そして構築する場合は、連携プロセスの内容と構築の進め方についても記載すること。
※　 また、当該取組を他地域の医療機関・薬局（あるいは地域の医師会・薬剤師会）にも普及推進することの可能性（考えている普及推進に向けた取組があればその内容）を記載すること。


３－５．事業スケジュール
	取組内容
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	取組内容
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※　取組内容事にガントチャート等により時系列で実施計画が把握できるようにすること。


３－６．実施体制メンバー
氏名
役職
役割

	（実施体制図（記載例））
本事業を円滑に遂行するための実施体制が十分かどうかについてご説明ください。
・担当者の氏名・役職・役割分担・経歴・知見等を記載すること。
・本補助事業実施中の実施体制が分かるように記載すること。

	・本補助事業実施中の業務実施体制
（記載例）
・氏名・役職
・本事業における役職名
・本事業における役割


メンバー
氏名
役職
役割
メンバー
氏名
役職
役割
リーダー
氏名
役職
役割





３―７．【任意記載】地域フォーミュラリへの協力の状況について
	・　地域フォーミュラリの推進への協力について実績がある場合は、以下の※印について任意で記載する。

	






※　「地域の医療機関や薬局（あるいは地域の医師会・薬剤師会）が地域フォーミュラリを作成しようとする場合に、流通データを提供するなど、協力実績がある場合には、フォーミュラリの数及び地域並びに協力内容を簡潔に記載すること。


４．事業に必要な経費（共同申請の場合は事業者ごとの予算記入）
　(１) 収入 
 （単位：円）
	項　　　目
	金　　　額

	自己資金
	

	起債又は借入金（※１）
	

	その他
	

	医薬品安定供給支援補助金
（医薬品卸業者に対する継続な安定供給支援事業）
	

	上記以外の補助金（※２）
	

	合計
	


※１ 当該起債又は借入に関する資金計画（資金調達先、返済計画等）について分かる資料（親会社や出資企業等がある場合はその会社の財務資料など）を添付すること。また、補助事業で取得した財産に抵当権（但し交付決定後に限る。また根抵当は認められない。）を設定する予定の場合は、以下にその旨を記載すること。

【上記の補足説明】
	




※２ 医薬品安定供給支援補助金（医薬品卸業者に対する継続な安定供給支援事業）以外を検討している　場合には、以下に助成者、制度名、助成内容等を記載すること。

(２)支出
（単位：円）
	
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	経費の負担区分

	
	
	
	補助事業者の負担額
	補助金交付申請額

	システム関係費
	
	
	
	

	設備費
	
	
	
	

	そ　の　他
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	




（３）投資計画（共同申請の場合は申請者ごとに記入。ただし費用負担のない共同申請者は、表を省略することができる。以下同じ。）
[bookmark: _Toc65855933]（共同申請の場合）事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　                           　   　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　（単位：円）
	項目
	経費
	参考

	【補助対象分】
	　　
	　

	システム関係費
	　　
	　

	例）●●システムの構築
	
	見積書①
Ｐ●●

	例）●●システムの改修
	
	見積書②
Ｐ●●

	設備費
	
	

	例）●●機器
	
	見積書③
Ｐ●●

	例）●●機器
	
	見積書④
Ｐ●●

	小計ａ
	　　
	　

	【補助対象外分】
	　　
	　

	システム関係費
	　
	　

	例）●●システムの構築
	　
	　

	例）●●システムの改修

	　
	　

	設備費
	
	

	例）●●機器
	
	

	例）●●機器
	
	

	その他
	　　
	　

	小計ｂ
	　　
	　

	合計（a+b）
	　　
	　


※１　記載例のとおり費目ごとに書くこと
※２　適宜、行は追加すること



